仕様書（案）

１　件名
　　大田区ふるさと納税業務委託（単価契約）

２　履行期間
　　令和９年４月１日から令和10年３月31日まで

３　履行場所
　　大田区指定場所（総務課）

４　業務内容
　　業務内容は次のとおりとし、受託者は次の業務の遂行に当たっては、地方自治法、地方税法、個人情報の保護に関する法律、本業務に関する総務省の告示及び通知、その他関連法令等を遵守すること。
　　なお、以下に明記されていない事項については、区と受託者で協議して定めるものとする。
（１）返礼品の開発、返礼品提供事業者への対応・支援に関する業務
　　ア　区と連携しながら、本区の特性を十分に踏まえた、区の魅力や資源をPRする返礼品の企画開発や提案を行うこと。
　　　　なお、受託者からの提案のあった返礼品候補について、区が返礼品として提供すると判断したものに限り、返礼品の提供を開始することができる。
　　イ　受託者が返礼品提供事業者と調達価格、在庫数、受付期間等の提供の際に必要な協議を行うこと。
　　ウ　区の求めに応じ、返礼品提供事業者向けの説明会（個別説明も含む）を実施すること。
　　エ　返礼品提供事業者からの問い合わせや要望等については、適切に対応すること。
　　オ　その他、区や返礼品提供事業者と連携し、返礼品の開発、価格設定、品質管理、個人情報保護等に必要な措置や支援を行うこと。
　　カ　受託者の責任において個人情報を適切に管理した上で、新たな返礼品提供事業者の開拓及び当該事業者における業務運用の代替（事務等代行）を主体的に行うこと。
（２）ふるさと納税ポータルサイトの運用・管理に関する業務
　　ア　区が指定するふるさと納税ポータルサイト（ふるさとチョイス（パートナーサイト含む）、楽天ふるさと納税、ふるなび、さとふる、JALふるさと納税、ANAのふるさと納税、Amazonふるさと納税、JRE MALLふるさと納税、ふるさとパレット、一休、あとふる、現地決済型ふるさと納税等）の自治体情報、返礼品情報等について、作成・修正・更新等の管理運営を適切に行うこと。
　　　　なお、指定するポータルサイトは、随時追加する場合がある。
　　イ　特集ページ等の作成・編集など、ポータルサイトの機能を活用し、広く寄附を募るための効果的な情報発信を行うこと。その際、各ポータルサイトの特性に合わせた個別最適化を行い、各媒体の特性に応じた戦略的な訴求を可能とする仕組みを構築・運営すること。
　　ウ　返礼品の掲載に関しては、効果的なPRのため、必要な写真撮影、写真加工、動画作成、返礼品紹介文の作成等について、工夫を凝らすこと。
　　エ　新規及び既存の返礼品について、返礼品提供事業者への丁寧なヒアリング（価格、内容量、説明文、在庫数、配送期間、申込期間、賞味期限、アレルギー等）に基づき、情報の精査及びシステムへの登録・変更・削除を適切に行うこと。
オ　ページレイアウトや商品名・説明文のSEO（検索エンジン最適化）対策、CVR（転換率）向上に向けた改善提案を行うとともに、広告運用（費用対効果の検証及び最適化）や各サイトの施策（特集企画・設定・商品選定等）への対応、チラシ作成、メルマガ配信など、区と協議の上、寄附増額に資する方法につい積極的に対策を行うこと。
カ　寄附申込があった際の寄附者への自動サンクスメール等による受付通知など、寄附者の利便性向上につながる取り組みを行うこと。
キ　寄附者レビューを定期的に確認し、評価向上のための返礼品提供事業者へのフィードバック及び改善提案を行うこと。
（３）寄附情報の管理に関する業務
　　ア　区が指定するふるさと納税ポータルサイトから申し込まれた寄附申込情報や決済情報等（キャンセル対応含む）について、自動連携又は受託者による手動作業によって、受託者の用意する寄附管理システムに取り込み、一元的に管理すること。
　　　　また、区がふるさと納税ポータルサイト以外から受け付け、受託者に対応を依頼した寄附についても同様に管理・対応すること。
　　イ　受託者が管理する寄附情報について、各種条件での検索、集計等が可能な機能を提供すること。
　　ウ　寄附申込状況、寄附金の納付状況・配送状況など寄附申込に係る進捗状況等について、区への情報提供が随時提供可能な状態とすること。
　　　　また、区において統計資料作成等を行うために簡易に加工できるようCSV形式等でデータ出力が可能な状態とすること。
　　エ　受託者は区からの寄附管理システム（令和８年度は「LedgHOME」を使用）に関する問い合わせに対応すること。
　　オ　受託者は寄附管理システムでの作業をログとして記録し、本契約の履行期間終了後、１年間は保管すること。
（４）返礼品の発注・配送管理、返礼品の代金・送料の精算に関する業務
　　ア　受託者の責任において返礼品提供事業者や配送事業者と別途契約を締結し、返礼品の発注、寄附者への配送依頼、配送管理、在庫管理を行うこと。
　　イ　返礼品の発注は、寄附金の納付が確認でき次第、迅速に行い、特に定める場合を除き、寄附者が入金してから速やかに寄附者に返礼品が届くよう配送状況を管理すること。返礼品の数量管理において、在庫切れが生じないようポータルサイト別に在庫設定を行うとともに、ポータルサイト間の在庫振り分けを適切に行うこと。また、在庫数が少なくなってきた返礼品について、自動で通知を行うアラート機能をシステム内に設け、適切な在庫管理を行うこと。
　　ウ　寄附者の個人情報が適切に管理されるよう、必要な措置を講ずること。
　　エ　返礼品出荷前において申込内容に不備がある場合や、配送遅延、配送物の破損、寄附者からのクレーム等のトラブル発生時は、寄附者や返礼品提供事業者への対応を適切に行うこと。
　　オ　返礼品の調達費用や配送料は、返礼品提供事業者の納品実績に基づき、受託者が返礼品提供事業者や配送事業者に支払うこと。これらの経費については受託者が月次で集計のうえ、内訳のわかる資料を添えて区に提出すること。
　　カ　返礼品一覧を作成し、必要に応じて区に提出すること。返礼品の追加・更新・削除があった場合、随時更新すること。
（５）寄附金受領証明書等の作成・発送に関する業務
　　ア　ふるさと納税ポータルサイトを経由した寄附申込及び区がふるさと納税ポータルサイト以外から受付け受託者に対応を依頼した寄附申込について、寄附者に対し、寄附金受領証明書、お礼状、ワンストップ特例申請書その他区が指定する書類の作成及び発送を行うこと。
　　イ　アの書類の構成・詳細については、区と協議の上決定することとする。
　　ウ　発送後、住所不明等での返戻された分については、電話等による住所確認作業を行い、速やかに再発送すること。
（６）ワンストップ特例申請の受付・処理・データ作成に関する業務
　　ア　ふるさと納税ポータルサイトを経由した寄附申込について、郵送又はオンラインのいずれかの方法でワンストップ特例申請を受け付けること。郵送で申請を受け付けた場合、提出されたワンストップ特例申請書及び添付書類について内容物確認・申請書類の審査・照合を行い、オンラインで申請を受け付けた場合、寄附者が、申請アプリを利用した申告特例通知書作成システムに連携された申請情報と個人番号カードから取得した情報及び寄附管理システムで保持する寄附情報と照合を行い、それぞれ相違がないことを確認すること。
また、業務の実施にあたっては、受託者の用意する申告特例通知書作成システム
及びAI-OCRシステムを活用し、適切に情報を管理すること。
なお、ワンストップ特例申請の送付先・問い合わせ先は受託者とすること。
　　イ　提出されたワンストップ特例申請及び申請情報の到着日を寄附管理システムに登録（反映）し、システム上で管理すること。
　　　　また、郵送で申請を受け付けた場合、ワンストップ特例申請を受け取った翌日から原則７日以内に、寄附者に対して、寄附管理システムを活用しワンストップ特例申請を受け取った通知を送信すること。ただし、ワンストップ特例申請の受け取りから受付完了まで即日で行った上、受付完了通知まで行った場合はこの限りではない。オンラインで申請を受け付けた場合は、申請アプリより、寄附者に電子申請送信完了通知をメールで送信すること。
　　ウ　郵送で申請を受け付けた場合、申請書類を専用スキャナーでAI-OCRシステムに取り込み、ワンストップ特例申請書に記入された個人番号と添付書類から読み取った個人番号をそれぞれデータ化し、双方の個人番号の照合をシステム上で行い、相違がないか確認すること。
　　　　なお、データはインターネットからアクセスできない閉域網内のデータベースで保持すること。
　　エ　郵送で申請を受け付けた場合、ワンストップ特例申請書の照合及び個人番号の照合を行った後、寄附管理システム及びAI-OCRシステムよりダウンロードしたワンストップ特例申請情報を申告特例通知書作成システムへ取り込み、反映すること。
オンラインで申請を受け付けた場合、申請アプリから公的個人認証サービスを利用し申告特例通知書作成システムに反映すること。
　　　　なお、申告特例通知書作成システムはインターネットからアクセスできない閉域網内での環境下で管理するものとする。
　　オ　申告特例通知書作成システムにより、名寄せ処理及び整合性の確認を行うこと。整合性でエラーが出た場合は、申請情報の再照合・寄附者への確認等を行うなど、エラー解消に向け対応すること。
　　カ　 提出されたワンストップ特例申請について問題がなければ、受付完了とし、ワンストップ特例申請を受け取った翌日から14日以内に申請者にメールや郵便、ショートメッセージ等にて受付完了通知を行うこと。ただし、申請書類に不備があった場合はこの限りではない。
　　キ　申請内容に不備があった場合は不備解消に向け、電話・メール等の手段を用い、適切に対応すること。特に、年末年始など急を要する場合などに備え、必要な措置をとること。
　　ク　受付した申請について、名寄せ処理・整合性の確認を行ったワンストップ特例申請情報を基に、eLTAX送信レイアウトに合わせた控除申告用データを作成し、区が指定する期日までに区にデータを提出すること。
　　ケ　受託者の提出した申告用データに不備があった場合、区と協議の上、問題解決に向け、真摯に対応を行うこと。
　　コ　申告用データの提出後、申告特例通知書作成システムで一定期間ワンストップ特例申請情報を保持することとし、区と協議の上、決定した日までに保持しているデータを削除すること。
　　サ　郵送で申請を受け付けた場合、寄附者から提出された書類については、申請書類を糊付け等で一体にした上で受託者任意の管理番号を付番するなど、適切に管理したうえで、区が指定する期日までに区に提出すること。
　　　　なお、区への提出にあたっては、ワンストップ特例申請書と添付書類についてファイルに綴じ、個人情報保護の安全措置がなされた配送手段で提出するものとし、配送に係る費用は受託者が負担するものとする。
　　シ　特定個人情報（マイナンバー）を含む情報を取り扱うに当たり、施錠ができるキャビネットに保管した上、必要なセキュリティ対策を備えること。
（７）寄附者からの問い合わせ対応、コールセンター業務
　　ア　本業務内容に関する寄附者からの問い合わせや苦情対応のための窓口（コールセンター（電話及びメール））を設置し、ふるさと納税ポータルサイトや区のホームページで明示するなど、寄附者への情報提供及び説明を行うこと。
　　イ　寄附者からの苦情や要望等については、寄附者の意向を十分に把握したうえで丁寧かつ迅速に対応するとともに、可能な限り柔軟に対応すること。
　　ウ　寄附者からの問い合わせや苦情については記録を残し、特に必要がある事項については速やかに区に報告すること。返礼品に関する苦情については、速やかに状況の確認を行い、必要と認められる場合は、返礼品提供事業者や配送事業者等に対して対策を求めるなど、苦情の解消に向けた調整を行うとともに、適宜区へ報告すること。
（８）報告書の作成など、業務管理に関すること
　　ア　月次の支払い金額の裏付けとなる報告書（寄附金額、返礼品発注実績、寄附金受領証明書等発送実績、ワンストップ特例申請受付完了実績、実費支払となる場合はその金額の根拠が確認できるもの等）を翌月末日までに提出すること。
　　　　なお、３月分については、３月末日までに提出すること。
　　イ　区との定例的な打ち合わせの機会を設けること。
　　ウ　寄附金額、寄附件数及び寄附者属性等とともに、寄附の動向について分析を行い、その結果を区へ報告すること。
　　エ　総務省の通知等業界情報に関するトピックスや、受託者における返礼品開発事例、他自治体での成功事例の紹介及び情報共有を積極的に実施すること。（定例打ち合わせや月次報告等の機会を活用すること）
　　オ　その他、業務管理に当たり、区が要求する資料を提出すること。 
（９）その他必要な業務
　　　上記（１）～（８）を遂行するために必要な業務を行うこと。

５　業務体制
　　業務履行に当たり、以下のとおり人員配置を行うこと。
（１）業務従事者
（２）業務責任者
　　　本業務の実施について、寄附者・返礼品提供事業者等からの意見、苦情に対して受託者を代表し対応するほか、業務全体のマネジメント及び区との連絡調整等を行うための責任者を定め、契約締結後、速やかに書面により区に通知すること。業務責任者と業務従事者の兼務は可とする。
　　　また、特別な対応が必要な場合、業務責任者は区と協議するものとする。
　　　なお、業務責任者は、履行期間を通じて変更が無いものとし、やむを得ず変更する場合には、事前に区の承認を得ること。

６　関係書類の提出及び管理
　　受託者は、本業務の実施に当たり次の関係書類を作成し提出しなければならない。
（１）実施計画書
　　ア　受託者は本業務の実施計画書を作成し、契約締結後、速やかに区に提出すること。
　　　　また、実施計画に変更が生じる場合には、事前に区の承認を得ること。
　　イ　実施計画書の記載内容
　　（ア）業務実施体制
　　　　　業務従事者及び業務責任者の氏名、連絡体制（緊急時を含む）等を記載したもの。
　　（イ）実施スケジュール
（２）その他、必要に応じ区が求める書類

７　委託料の支払い
　　検査終了後、請求に基づき月ごとに支払う。
（１）委託料は成果報酬型とし、寄附金額（区が指定する返礼品に係るものを除く）に別紙内訳書で定める委託料の積算の基礎となる率を乗じた金額とする。ただし、ふるさと納税ポータルサイトを経由した寄附は、ふるさと納税ポータルサイトごとに金額を集計し、積算するものとする。
また、各種送付物の発送件数や申請の受付件数などの実績に応じて費用が発生する場合には、単価・単位数等に応じた金額とする。
（２）４（４）オで定める返礼品の調達費用については、区が負担するものとし、原則として、商品代金、サービス料、消費税、送料、梱包費用その他返礼品の提供に必要な事務経費を含むものとし、その合計金額は区が予め設定した各返礼品に係る寄附必要金額の30％以内とする。
（３）４（６）アで定めるワンストップ特例申請の郵送受付において、郵便料につき不足分受取人払いが発生した場合に立て替えた費用については、区がその実費を負担するものとする。
（４）委託料は、４（８）アに定める月次の報告書を区に提出し、検査を受けた上で請求するものとする。

８　個人情報の取扱い、守秘義務、情報セキュリティの確保等
（１）受託者は、本業務で知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。
　　　また、このことは本契約終了後も同様とし、従事要員についても遵守させること。
（２）個人情報の取扱いについては、別紙「個人情報、特定個人情報及び機密情報の取扱いに関する付帯条項」及び「大田区が取り扱う個人情報、個人番号及び特定個人情報の管理に関する規程」を遵守すること。
（３）受託者は、個人情報の管理状況・遵守履行状況について、４（８）イによる定例的な打ち合わせにおいて報告すること。
（４）個人情報保護のために、受託者は許可された者以外の立入を制限するなどの適正な入退室管理ができる作業場所を設置し、当該作業場所以外の場所において業務を実施しないこと。
（５）受託者は、区から提供を受けた個人情報を持ち運ぶ際は、鍵付きの鞄等に入れ、施錠したうえで持ち運ぶこと。
　　　また、保管する際は、鍵付きの書庫等で施錠保管すること。
（６）受託者は、本業務で知り得た情報の取扱いについて、区による監査、検査に応じ、協力しなければならない。
（７）受託者は、本業務履行において発生した重大な情報セキュリティポリシーの違反等により情報資産への侵害が発生した場合又はおそれがある場合において、区がその事実を公表することを承諾しなければならない。
（８）受託者は４（３）アにより導入する寄附管理システムにおいてクラウドサービスを利用する場合は、「別紙　クラウドサービス利用要件」に示す要件を担保すること。
（９）本業務で使用する端末については、ID・パスワード等による認証を要することとするほか、上記（８）で示したシステムへのログインに際しても、ユーザー別のID・パスワード等による認証が行えること。ユーザーの管理においては、登録・削除及び権限設定等を適切に行うこと。
（10）本業務で使用する端末については、不正プログラム対策を徹底し、ウイルス対策ソフトウェアの最新バージョン及び定義ファイルを維持すること。
[bookmark: _Hlk189646462]（11）受託者は寄附情報から、サービスの品質向上、業務改善及び市場分析等の目的で統計情報を抽出・分析し、マーケティングに利用できるものとする。ただし、受託者は当該統計情報の抽出及び利用に当たり、特定の個人との対応関係が排斥されるよう適切な措置を講じるものとする。

９　その他（特記事項）
（１）本業務は令和９年４月１日から開始することを想定しているが、令和８年度に区と契約締結している事業者から委託先が変更になる場合は、業務開始日以前から業務の引継ぎが発生する。引継ぎは、区、旧委託事業者と協議し、業務開始日から円滑な業務の遂行を可能とすること。
（２）本業務以前に受託者が既に保有するものを除き、本件業務に基づき受託者が区のために作成した成果物（中間成果物も含む。）の権利はすべて区に帰属する。
（３）受託者は、業務従事者に対し、必要な研修等を行い、資質の向上に努めること。
（４）万が一事故が発生したときには、直ちに区に報告するとともに、受託者の責任において適切に処置を講ずること。
（５）雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とする保険に加入すること。
（６）受託者は業務の実施に当たり、労働基準法や最低賃金法をはじめとする関係法令等を遵守し、業務の円滑な遂行を図らなければならない。
（７）本契約終了後、個人情報を含むデータ、資料に関しては、区にすべて渡し、機器に残ったデータ等はすべて削除すること。
（８）この仕様書に定めのない事項や解釈に疑義が生じた場合は、 区と受託者との協議のうえ、決定するものとする。













【別紙】

クラウドサービス利用要件

クラウドサービスを利用する場合は以下の要件を満たすこと。


① データセンター
日本国内に所在するか、又は日本の法令の範囲内で運用可能であること

② 情報漏洩防止等の機密性
サーバへのアクセス制限、データ暗号化、不正アクセス防止等の実施がなされていること

③ 情報資産の完全性、可用性
ネットワーク・機器類の冗長化、日次バックアップがなされていること

④ ネットワーク回線
データ暗号化、不正アクセス防止等の実施がなされていること

⑤ 認証方法
ＩＤ及びパスワードによるシステムログインとなっていること

⑥ アクセス権限管理
システム管理者、部門管理者、利用者等の各階層におけるアクセス制御の実施がなされていること

⑦ セキュリティソフト
サーバセキュリティソフトの導入、最新パターンファイルの適用がなされていること

⑧ サーバ等のセキュリティホール対応
脆弱性の内容及び重要性に応じた対策の実施がなされていること

⑨ 合意管轄裁判所
日本国内の裁判所とする

